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不正な目的をもって利用する者。Ë 郵便事業
株式会社が提供するサービスの利用を通じて、
社会的妥当性を欠く不当な要求をする者。Ì

その他、社会的妥当性を欠く不当な要求をする
者。]郵便事業株式会社における取引先参加資
格審査において、資格を有すると認められた者
又は全省庁統一参加資格を有する者であるこ
と。
３ 入札者に求められる義務等 入札に参加を希
望する者は、入札説明書に記載されている証明
書等を平成22年11月１日正午までに指定された
方法で提出しなければならない。提出された証
明書等を審査の結果、当該物品を納入できると
認められた者に限り、入札の対象者とする。な
お、提出した証明書等について説明を求めたと
きは、これに応じなければならない。
４ 問合せ先 〒100`8798 東京都千代田区霞が
関一丁目３番２号 郵便事業株式会社財務部門
調達部システム・車両担当 担当 大平 和雄
電話03`3504`4213

５ その他 \入札の無効 本公告に示した入札
参加に必要な条件を満たさない者の入札及び入
札の条件に違反した入札 ]契約手続において
使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨
に限る。^入札保証金及び契約保証金 免除
_契約書作成の要否 要 `郵便事業株式会社
資格審査申請書の提出 参加条件を満たさない
者で入札を希望する者は、入札説明書に定める
方法で提出すること。なお、申請の時期によっ
ては本件入札に間に合わない場合がある。a落
札者の決定方法 最低価格をもって有効な入札
を行った入札参加者を最優先交渉権者（以下、
最終入札金額の低い順に２位以下の優先交渉権
者とする）の価格が、郵便事業会社が別途定め
る予定価格（非公開）の制限の範囲内である場
合、当該最優先交渉権者を落札者とする。ただ
し、予定価格の制限に達しない場合は、当該最
優先交渉権者から順次、価格交渉を実施します。
価格交渉は郵便事業会社の指示により行うこと
とする。ただし、リバースオークションによる
入札を行う。bリバースオークションに関する
事項 本入札に採用されるリバースオークショ
ンとは、一定期間内に入札者が複数回入札金額
を応札できるという競り下げ方式により電磁的
システム上で落札者を決定するものである。な
お、詳細については入札説明書による。

６ Summary \Contracting entity : Yoshiro

Nakajyou, Senior Exective Vice President,

Japan Post Service Co., Ltd. ]Classifica-

tion of the products to be procured : 17 ^

Nature and quantity of the products to be

Purchased : 25 of Light four-wheel motor Ve-

hicles (cab-Behind-engine van) Automatic

Transmission etc. _Delivery period : By 18

February 2011 `Delivery place : To be spe-

cified later aTime limit of tender : 0 : 00

PM 1 November 2010 bQualification for

participating in the Tendering procedures :

Suppliers eligible for participating in the pro-

posed tender are those who shall have been

qualified through the examination of qualifi-

cations by for participating in tenders by Min-

istry of Internal Affairs and Communications

(Single Qualification for every ministry and

agency) or Japan Post's qualification cCon-

tact point for the notice : Kazuo odai, Finan-

cial and Accounting Group, Procurement De-

partment, Japan Post Service Co., Ltd., 3`2

Kasumigaseki 1-chome Chiyoda-ku Tokyo

100`8798 Japan. TEL 03`3504`4213

入札公告の変更

次のとおり変更します。
平成 22年９月 24日
支出負担行為担当官
中部地方整備局副局長 岩立 忠夫

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23

１ 掲載日
平成22年２月１日付（号外政府調達第20号）

２ 変更内容
40ページ３段目、１]の「‚Ａ重油11月分予
定数量100ＫＬ」を、40ページ３段目、１_の
「‚平成22年11月１日から平成22年11月30日ま
で」を、41ページ１段目、３`の「‚平成22年
10月１日16時00分」を、41ページ１段目、３a

の「‚平成22年10月21日16時00分」を、41ペー
ジ１段目３bの「‚平成22年10月22日11時00分」
を、 41ページ２段目、５^の「‚ About

100KL,」を、41ページ３段目５_の「‚From

1 November 2010 through 30 November

2010,」 を、 41 ペ ー ジ ４ 段 目 ５ b の 「‚

16：00 21 October 2010,」を削除します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年９月 24日
支出負担行為担当官
国立障害者リハビリテーションセンター

管理部長 難波 弘
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 11

〇第１号
１ 競争入札に付する事項
\ 品目分類番号 41

] 工事名 国立障害者リハビリテーションセ
ンター病院等整備工事（建築）

^ 工事場所 埼玉県所沢市並木４`１
_ 工事内容 病院本館新築 地下１階地上５
階 延べ面積19¶925fl、本館及び講堂新築
地上４階 延べ面積6¶340fl、渡り廊下新築
地上２階 延べ面積914fl、病院新館改修
地上５階 延べ面積5¶349fl、画像診断棟

改修 地上１階 延べ面積945fl、耐震補強
工事 中央宿舎棟 地上４階 延べ面積
5¶313fl、東宿舎棟 地上４階 延べ面積
5¶994fl、西宿舎棟 地上４階 延べ面積
5¶994fl、既存建物解体撤去 一式

` 工期 契約締結日の翌日から平成27年２月
27日まで

a 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式の
適用工事である。（入札説明書参照）

b 本工事は、「建築工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

c 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムにより行う。なお、電子入
札システムにより難いものは、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
\ 競争参加者は次に掲げるÊ又はËの者とす
る。

` 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基づ
き再生手続き開始の申立てがなされている者
（上記^の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。

a 平成12年度以降に、元請として完成・引渡
しが完了した下記の要件を満たす同種工事の
施工実績を有すること。

Ê 次の]からĈまでに掲げる条件を全て満
たしている単体有資格者（経常建設共同企
業体を除く。）により構成される特定建設工
事共同企業体（以下「共同企業体」という。）
であって、厚生労働省から共同企業体とし
て資格認定通知を受けた者であること。
構成員の数は２社または３社とする。出
資比率は、すべての構成員が均等割の10分
の６以上であること。

Ë 次の]からĈまでに掲げる条件を全て満
たしている単体有資格者（経常建設共同企
業体を含む。以下同じ。）。

] 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同70条中、特別の理由がある場合
に該当する。

^ 厚生労働省から関東・甲信越ブロックにお
ける「建築一式」に係る「Ａ等級」の一般競
争参加資格の認定を受けていること。（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続き開始の申立てがなされている者、又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続き開始の申立てがなされている者
については、手続き開始の決定後、関東・甲
信越ブロックの一般競争参加資格の再認定を
受けていること。）

_ 厚生労働省から関東・甲信越ブロックにお
ける「建築一式」に係る一般競争参加資格の
認定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（以下「客観点数」という。）が
1¶250点以上であること。また、^の再認定
を受けた者にあっては、当該再認定の際に客
観点数が1¶250点以上であること。
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